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会社の概況 （平成１４年９月３０日現在）�
�
設　立　　昭和１９年５月５日�

資本金　　６,２７２,２８２,１６１円�

株式数　　発行する株式の総数　１６０,０００,０００株�

 発行済株式の総数 ４２,３３２,７７１株�

株主数　　４,２２８名�

従業員　　１,４１０名�

（従業員数は就業人員であります｡）�

業績の推移�

区 　 分  当  中  間  期  前 年 中 間 期 前　　　　期�
 （平成１４年９月期）（平成１３年９月期）（平成１４年３月期）�

受 注 高 ３１,８００百万円 ３６,８９０百万円 ６７,５９７百万円�

売 上 高 ２３,６０３百万円 ２８,４１６百万円 ６６,５１５百万円�

経常利益 ９３５百万円 ７１２百万円 １,６６０百万円�
中間（当期） ７４０百万円 ２,５６３百万円 ７４１百万円�純 利 益�
1株当たり�
中間（当期） １７.５１円 ６０.５６円 １７.５１円�
純 利 益�
総 資 産 ５８,３９２百万円 ６１,５２９百万円 ６１,２３３百万円�

純 資 産 ２４,１６０百万円 ２３,６０８百万円 ２５,１１５百万円�
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株　主　の　皆　様　へ�

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。�
　ここに第５９期上期（平成１４年４月１日から平成１４年９月
３０日） の営業の概況を報告いたします｡ �
　当上半期におけるわが国経済は、政府による景気底入れ宣
言が出され､企業業績も一部に回復の見込が伝えられておりま
すが､雇用情勢や個人消費は引き続き厳しい情勢にあるため
国内需要は依然として弱く､また､輸出に関しても米国を中心と
した情報技術関連の在庫復元が一巡するなど世界経済の回
復は鈍化する傾向にあり､総じて低迷状態で推移いたしました。�
　このような景気動向のなか､当防災業界におきましては､回復
へ転じない民間設備投資､減少を続ける公共投資や激しい競
争が続いている建設市場の状態とあいまって、厳しい状況が続
いております。�
　このような環境下にあって、当社は組織体制を見直して営業
力の強化を図り､リニューアル市場や海外市場の開拓ならびに
他社との業務提携に注力し、また､リニューアル市場における強
力な差別化商品として自動試験機能つき自動火災報知システ
ム「進Ｐ」を、集合住宅向けにシェア拡大をねらって自動火災報
知設備とインターホンシステムを組み合わせた「リサ複合盤シス
テム」を､駐車場向けに泡消火設備に代わる新消火システム「ス
コールα」を発売し､さらに､売上原価の削減など収益の改善を
進めました結果､以下のような成績となりました。�
  即ち、当上半期の受注高は３１,８００百万円、前年同期比１３.８
％減、売上高は２３,６０３百万円、前年同期比１６.９％減となりました｡ �
  売上高の内訳を各製品別にみますと、火災報知設備は９,１００ 
百万円、前年同期比１０.１％減、消火設備は７,３８２百万円、
前年同期比４.７％増、保守点検等は６,７００百万円、前年同期
比１.３％増、その他は４１９百万円、前年同期比９０.９％減となりま
した｡ �
　また、収益につきましては当社の売上高は下期に集中するため､
９３５百万円の経常損失となり、 ７４０百万円の中間純損失となり
ました。�
　以上のような状況でありますが、今中間配当金といたしまして

は前期と同様１株につき５円とさせていただきました｡ �
　今後の経済見通しとしましては、海外景気の緩やかな回復
が見込まれ､景気下げ止まりが期待されますが､世界的な株価
動向・情報技術関連需要の先行きなどに強い不透明感が存在
し、さらに減少が見込まれる公共投資､厳しい雇用・所得環境
のもとで弱めの動きを続ける個人消費など先行き予断を許さな
い状況が続いております。�
　こうした情勢下にあって、当防災業界におきましては、建設需
要の減少､受注単価の低下などの影響もあり、引き続き厳しい
状況が続くものと思われます。�
　このような局面に対処するため､複合的かつ長期的な視点
に立った既存市場でのシェアアップ､リニューアル市場における
顧客満足を追及した提案営業の実施、差別化商品を活用した
営業促進活動の全国展開､さらに、最適な業務運用の標準化､
新システム・新商品の開発およびコスト低減活動の継続に尽力
してまいる所存であります。�
　以上をふまえ、第５９期通期の業績予想といたしましては、
売上高６７,５００百万円、経常利益１,７００百万円、当期純利益
８００百万円と予想しております｡ �
　また、期末配当金につきましては１株につき５円、年間で１０円
を予定しております｡ �
　株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別のご理解
とご支援を賜りますようお願い申し上げます｡�

代表取締役社長　田　上　　　征�



中間貸借対照表�（平成１４年９月３０日現在）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

資 産 の 部 � ５８,３９２� ６１,５２９�

資 産 合 計 � ５８,３９２�

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形 �
売 掛 金 �
有 価 証 券 �
た な 卸 資 産 �
未 成 工 事 支 出 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

流 動 資 産 �

（有形固定資産）�

（無形固定資産）�

（投　 資 　等）�

建 物 �
土 地 �
そ の 他 �

固 定 資 産 �

破 産 更 生 債 権 �
長 期 未 収 入 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

�� △�△�

△� △�

３８,８６２�
�
４,６１３�
５,８８８�
９,６０４�
－�

４,９６３�
１０,６４８�
１,７６４�
１,６９４�
３１６�

�
１９,５２９�
�
１０,２８４�

�
４,５９７�
３,４７６�
２,２１０�

�
５２４�

�
８,７２０�

�
３,７２８�
７９�

３,６９４�
５,０８５
３,８６７�

３８,９８４�
�

９８７�
６,２４７�
１０,４６０�
４,８４８�
６,１６０�
８,４１８�
７０５�
１,３７９�
２２３�

�
２２,５４４�

�
１０,５４７�

�
４,７９５�
３,３５８�
２,３９３�

�
５８５�

�
１１,４１２�
�

２５５�
３,４８８�
４,３１２�
７,３９１�
４,０３６�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

負 債 の 部 � ３４,２３２� ３７,９２０�

負 債 及 び 資 本 合 計 �

資 本 の 部 �

５８,３９２� ６１,５２９�6１,５２９�

支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
１年内償還の転換社債�
未 払 金 �
未 成 工 事 受 入 金 �
賞 与 引 当 金 �
そ の 他 �

流 動 負 債 �

利 益 剰 余 金 �

社 債 �
退 職 給 付 引 当 金 �
そ の 他 �

固 定 負 債 �

資 本 準 備 金 �

利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金 �
中 間 未 処 分 利 益 �
�

��

２０,２１５�
�
４,６５２�
１,８８７�
３,４００�
―�

２,９７４�
５,４２５�
１,１７９�
６９６�
�

�
１４,０１６�

�
６,０００�
７,６５７�
３５９�

�
２４,１６０�
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�

資 本 金 �
�
資 本 剰 余 金 �

６,２７２�
�
５,７１３�
�
５,７１３�
�

１２,２７８�
�

８８７�
１１,７０９�
３１９�
９１�
１１�

２９,７４１�
�
５,４４０�
１,７４８�
３,６００�
９,０５１�
２,９２６�
４,８９７�
１,２１３�
８６５�
�

�
８,１７８�

�
―�

７,８０６�
３７２�

�
２３,６０８�

６,２７２�
�
５,７１３�
�
５,７１３�
�

１１,６１９�
�

８８７�
１１,７１９�
９８７�
２�
―��

△� △�
△�
△�

その他有価証券評価差額金�
自 己 株 式 �



中間損益計算書�（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�
当中間期�

前年中間期�
（ご　参　考）�

（経常損益の部）�

売 上 高 �
売 上 原 価 �
販売費及び一般管理費�

営 業 外 収 益 �

営 業 外 費 用�

経 常 利 益 �

税 引 前 中 間 純 利 益 �

中 間 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �

中 間 未 処 分 利 益 �

受 取 利 息・配 当 金 �
その他の営業外収益�

支 払 利 息 �
その他の営業外費用�

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

法人税・住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �

営 業 損 益 �

営 業 外 損 益 �

（特別損益の部）�

��

２３,６０３ �
１７,５４０�
７,０９８�

�
１,０３５�
�
�
２４５�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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営 業 利 益 �

５８�
１８７�

� １４５
�

４７�
９７�

�
935�

�
�

１１�
１１０�

１,０３４�

�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
３３１�

７４０�

４２１�

３１９�

△�

△�

△�

△�

△�

��

２８,４１６�
２２,１７６�
７,０６１�

�
８２２�

�
�
２８４�

１６�
２６８�

� １７４
�

１１１�
６２�

�
712�

�
�

―�
３,５４２�

４,２５４�

（　 　　）�
（　 　　）�

（　 　　）�
（　 　　）�

３７�
１,７２７�

２,５６３�

１,５７６�

９８７�

△�

△�

△�

△�

△�

△�

TOPICS

国宝姫路城へスプリンクラー消火システムを納入�

丸の内ビルディングへ総合防災システムを納入�

姫路城は1993年「世界文化遺産」に日本で初めて指定され、日本を代表する最も完

成された城郭建築です。当社は姫路城の景観保護を考慮し、木造城郭建築に適合

したスプリンクラー消火システムを納入しました。姫路城に納入したスプリンクラー消

火システムは平成14年度優良消防防災システム表彰を受賞しました。�

世界を代表する国際ビジネスセンター

丸の内に、新しい「丸ビル」がリニュー

アルオープンしました。丸ビルには、当

社が誇るＲ型防災システム、CRTシス

テム、スプリンクラー消火システム、

SR100消火システム、NN100ガス系消

火システムなど各種最新鋭防災シス

テムが設置され、働く人々、集う人々の

安心と安全を守っております。�

△�



大株主� 取締役および監査役 （平成１４年９月３０日現在）�（平成１４年９月３０日現在）�
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株 主 名 �持 株 数 � 持株比率�

セ コ ム 株 式 会 社 �

ＵＦＪ信託銀行株式会社 信託勘定Ａ口

能 美 防 災 従 業 員 持 株 会 �

能 美 防 災 代 理 店 持 株 会 �

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 �

能 美 防 災 取 引 先 持 株 会 �

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 �

富 士 電 機 株 式 会 社 �

あいおい損害保険株式会社�

三井住友海上火災保険株式会社�

１２,０９８�

３,０４０

１,４９７�

１,３１７�

１,１４５�

１,０５６�

９８０�

８５５�

８０４

６７９�

２８.６�

７.２

３.５

３.１

２.７�

２.５�

２.３�

２.０�

１.９

１.６�

千株� ％�

代表取締役会長�

代表取締役社長�

専 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

�

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

木 村 敞 一 �

田 上 　 征 �

安 原 一 昭 �

上 野 敏 雄 �

漆 山 　 清 �

後 　 山 　 洋 三 郎 �

竹 田 晴 夫 �

杉 町 壽 孝 �

荻 野 輝 雄 �

橋 爪 　 毅 �

田 山 雄 史 �

中 原 安 雄 �

武 田 迪 夫 �

小 松 三 男�

橘 　 幸 正 �

梶 田 和 男�

森 　 俊 幸 �

内 山 　 順 �

�

能 　 美 　 昌 二 郎 �

能 美 汎 満 �

石 　 橋 　 鉄 之 助 �

川 原 　 尚 �



事業所・工場� 主要な事業内容�
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本　　社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号�

城東事務所 東京都江東区南砂５丁目１８番４号�

支　　社    北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、茨城�
（水戸市）、北関東（さいたま市）、西関東（八王子
市）、千葉、横浜、長野、静岡、名古屋、金沢、大阪�
（吹田市）、京都、神戸、広島、岡山、九州（福
岡市）、熊本�

営　業　所 青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群馬（高崎市）、�
岐阜、三重（津市）、富山、福井、高松、松山、�
長崎、大分、宮崎、鹿児島、沖縄（那覇市）�
他17ヶ所�

工　　場 三鷹、メヌマ（埼玉県大里郡妻沼町）�

研究開発センター （千代田区、新宿区、埼玉県大里郡妻沼町）�

�

 　 海　外 �

事　務　所 台北�

イ．防災に関する受託実験・企画・提案�

ロ．各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施工、保守�

ハ．上記機器の設計、製造、販売�

　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであります。�

主な防災設備�

主なアプリケーション・システム�

火災報知設備�

防火・防排煙設備�

消火設備（スプリンクラーなど）�

碍子洗浄設備�

ガスもれ警報設備�

非常用放送設備�

避難誘導設備�

防犯警報設備�

各種防災機器（消火器など）�

ビル・地下街防災システム�

住宅防災システム�

石油・ガス・化学プラント防災システム�

原子力など発電プラント防災システム�

トンネル防災システム�

ケーブル洞道防災システム�

船舶・車両・航空機防災システム�

コンピューター室・クリーンルームなど環境監視システム�

≪  　  ≫�

 　 国　 内 ≪  　  ≫�



中間貸借対照表〔連結〕�（平成１４年９月３０日現在）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�

資 産 の 部 �

資 産 合 計 �

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形・売 掛 金 �
有 価 証 券 �
た な 卸 資 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

流 動 資 産 �

（有形固定資産）�

（無形固定資産）�

建 物 ・ 構 築 物 �
土 地 �
そ の 他 �

固 定 資 産 �

（ 投 資 等 ）�

投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
破 産・更 生 債 権 等 �
長 期 末 収 入 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

��

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�

負 債 の 部 �

負債・少数株主持分�
及 び 資 本 合 計 �

少 数 株 主 持 分 �

資 本 の 部 �

支 払 手 形・買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
１年内償還の転換社債�
未 払 金 �
未 成 工 事 受 入 金 �
賞 与 引 当 金 �
そ の 他 �

流 動 負 債 �

社 債 �
長 期 借 入 金 �
退 職 給 付 引 当 金 �
連 結 調 整 勘 定 �
そ の 他 �

固 定 負 債 �

資 本 金 �
資 本 準 備 金 �
連 結 剰 余 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
その他有価証券評価差額金�
為 替 換 算 調 整 勘 定 �
自 己 株 式 �

��

�６３,９０２�

６３,９０２�

４２,７１１�

６,２９６�
１７,０５８�
１０�

１６,８９２�
１,８１２�
９７４�
３３１�

２１,１９１�

１０,４０６�

４,７０２�
３,４８３�
２,２２０�

５６２�

１０,２２２�

２,８０８�
７８６�
３,７６５�
７９�

３,７５４�
２,９４８�
３,９２０�

３７,５４７�

６３,９０２�

２２,９５９�

７,９０９�
４,０３９�
－�

３,１８８�
５,７８５�
１,３８８�
６４７�
�

１４,５８７�

６,０００�
３０�

８,１７７�
２１�
３５９�

９２�

２６,２６２�

６,２７２�
－�
－�

５,７１３�
１４,２６７�
９３�
１１４�
１１�

４２,０６７�

６７,５９２�

３３,２９７�

８,７５１�
４,４９３�
９,０５１�
３,２７１�
５,３７２�
１,４２９�
９２８�
�

８,７６９�

－�
９９�

８,２５７�
４０�
３７２�

８８�

２５,４３６�

６,２７２�
５,７１３�
１３,２８０�

－�
－�
２�

１６７�
０�

４３,４６６�

２,９５４�
１８,４６７�
４,８９９�
１５,７８５�
７４４�
８５８�
２４２�

２４,１２５�

１０,６６９�

４,９１２�
３,３６５�
２,３９１�

６３１�

１２,８２４�

３,００８�
９１４�
３８５�
３,４８８�
４,２９７�
４,７０７�
３,９７８�

６７,５９２�

６７,５９２�

�

当中間連結�
会計期間末�

前中間連結�
会計期間末�
（ご 参 考 ）�

当中間連結�
会計期間末�

前中間連結�
会計期間末�
（ご 参 考 ）�

△�

△� △�

△� △�

△� △�

＜ご参考＞�



中間損益計算書〔連結〕� 中間連結キャッシュ・フロー計算書�

中間連結剰余金計算書�

（単位　百万円）� （単位　百万円）�

（単位　百万円）�

科　　目�

期　　別�

（経常損益の部）�

売 上 高 �
売 上 原 価 �
販売費及び一般管理費�

営 業 外 収 益 �

営 業 外 費 用�

経 常 利 益 �

税金等調整前中間純利益�

中 間 純 利 益 �

受 取 利 息・配 当 金 �
その他の営業外収益�

支 払 利 息 �
その他の営業外費用�

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

法人税・住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
少 数 株 主 利 益 �

営 業 損 益 �

営 業 外 損 益 �

（特別損益の部）�

��

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。� （注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。�
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営 業 利 益 �

�

��

当中間連結会計期間�
 自平成１４年４月   １日�
 至平成１４年９月３０日�（� （�

前中間連結会計期間�
自平成１３年４月   １日�
 至平成１３年９月３０日�

（ご参考）�
（� （�

�

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額�

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額�

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高�

Ⅶ新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額�

Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末残高�

�

科　　目�

期　　別�

Ⅰ連結剰余金期首残高�
Ⅱ連結剰余金減少高�
Ⅲ中間純利益�
Ⅳ連結剰余金中間期末残高�
（資本剰余金の部）�
Ⅰ資本剰余金期首残高�
Ⅱ資本剰余金中間期末残高�
（利益剰余金の部）�
Ⅰ利益剰余金期首残高�
Ⅱ利益剰余金増加高�
Ⅲ利益剰余金減少高�
Ⅳ中間純利益�
Ⅴ利益剰余金中間期末残高�

科　　目�

期　　別�

当中間連結会計期間�
 自平成１４年４月   １日�
 至平成１４年９月３０日�（� （�

前中間連結会計期間�
 自平成１３年４月   １日�
 至平成１３年９月３０日�

（ご参考）�
（� （�

当中間連結会計期間�
 自平成１４年４月   １日�
 至平成１４年９月３０日�（� （�

前中間連結会計期間�
 自平成１３年４月   １日�
 至平成１３年９月３０日�

（ご参考）�
（� （�

９１７�

２７,０４０
１９,９１８�
８,２６５�

１,１４３�

２５２�

１９�
２３２�

１５５�

５６�
９８�

１,０４７�

１１�
１１２�

１,１４７�

７４�
３０４�
０�

－�
－�
－�
－�
�

５,７１３�
５,７１３�
�
１５,３６７�

３８�
２１９�
９１７�

１４,２６７�

３５８�

２６３�

４１５�

－�

３１９�

６,５１９�

１８�

６,２１８�

１,６１０�

３７１�

２０４�

－�

２,１８６�

９,６２８�

－�

７,４４２�

１６,２８７�
２７３�
２,７３３�
１３,２８０�

�
－�
－�
�
－�
－�
－�
－�
－�

△�

△�

△�

△�

２,７３３�

３２,０４８
２４,６４１�
８,３６７�

９５９�

３７１�

３５�
３３６�

２１７�

１２４�
９３�

８０６�

１２�
３,５６４�

４,３５９�

５３�
１,６７８�

０�

△�

△�

△�

△�

△�

△�

（　 　）�
（　 　）�

（　 　）�
（　 　）�

（　 　）�
（　 　）�

（　 　）�
（　 　）�

△�

△�

�△�

△�

△�

△�

△�

△�

△�



株主メモ�
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決　　算　　期 毎年３月３１日�

定 時 株 主 総 会  毎年６月�

基　　準　　日 定時株主総会　毎年３月３１日�

 利益配当金　毎年３月３１日�

 中間配当金　毎年９月３０日�

１単元の株式の数 １, ０００株�

公 告 掲 載 新 聞 東京都において発行する「日本経済新聞」�

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号�

 住友信託銀行株式会社�

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号�

 住友信託銀行株式会社証券代行部�

郵　便　送　付　先 〒１８３―８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０�

 住友信託銀行株式会社証券代行部　�

電　話　照　会　先�

住所等変更用紙のご請求 ０１２０―１７５―４１７�

その他のご照会 ０１２０―１７６―４１７�

インターネットホームページURL http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/�

 retail/service/daiko/index.html�

同　取　次　所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店
知らせ�

「平成11年１月１日より、大阪06局番地域の市内局番が４桁に変�

わります。」�

　現在の電話番号　大阪〔千里〕06 ―  833 ―4760�

　変更後の電話番号　大阪〔千里〕06 ―6833 ―4760

�

�

（　　　　　　　）�

（　　　　　　　）�


